




































































































33 米国での議論には多数のものがあるが、代表的なものとして、 WilliamAyers， Bemardine 
Dohm and Rick Ayers， and Bemardine Dohrn， Zero Tolerance: Resisting The Drive For 
Punishment: A Handbook for Parents， Students， Educators， and Citizens， (New Press， 2001) ; 
Ronnie Casella， At Zero Tolerance: PU町凹nis
Lemg， 2001) Russell J. Skiba， Gil G. Noam (ed.) ， Zero Tolerance: Can Suspension and 
Expulsion Keep Schools Safe?， (Jossey-Bass， 2002) David L. Hudson， JI".， Rights of Stu-





































































































40 末弘厳太郎 f嘘の効用j(改造社、 1923年)参照。なお、 i司書のlやでも、結局構成要件の
認知の次元での裁量を行使して結論を左右することが妥当であるとして肯定される原因は、
前提となっている法律の規定自体が妥当性に欠けるためであるとの指摘が繰り返し成され
ている。
5 
筑波法政第48号 (2010)
ときと何様、学校と生徒との間の合意の成立から始まり、具体的に定められた学校
内処分の個々的な「法的妥当性jについてまで、争われる余地がなくなることはな
いものと思われるぺ
7 学校内処分の[法的妥当性j
これまでの議論から概ね明らかになってきたとおり、「法的妥当性Jという観点
から学校内処分について考えてみることについては、様々な意味での違和感がつき
まとうこととなる。また、学校内処分の適法性を結論として肯定した裁判例におい
ても、その理論的根拠となっているのは、処分された生徒ないし保護者の側が、入
学等に際して「学校所定の行為に対して処分がなされうることを予め合意してい
たjという、契約的構成に基づく議論であり、学校と生徒とが対等な立場で契約関
係を締結していたという、必ずしも完全に支持することかできない前提を包含せざ
るを得ないものであった。他方、生徒に対ーする「教育的配慮jという観点から学校
内処分について考えてみた場合には、そもそも「教育的配慮」という概念自体が多
義的なものであり、誰に対する教育的配慮であるかによって、具体的な対応が全く
異なるものとなりうることが、問題として明らかになった。
このように、学校内処分は、処分される生徒に対して様々な意味での法的不利益
を生じさせるものであるにもかかわらず、その正統性や妥当性については、結局の
ところ、生徒及び保護者、さらには社会全体からの f学校ないし教員に対する信
頼jという、法理論的観点からすればともかく、現実の社会的関係としてはやや不
41 この立論の最大の特徴は、具体的な学校内処分の基準や発動に関して、処分される生徒
の「予測可能性jを問題とする余地がなく、また、当該合意が個々の生徒と学校との間で
悩加になされているものと考える限り、個々の処分において他の生徒との均衡を考える必
要が、理論的にはない点にある。但し、この議論は、別の側面から見れば、個々の生徒が
任意に合窓した、との一事を以て、集団全体における均禽や法的妥当性の検証を行わない
ことに外ならないわけであり、そのこと自体に対ーする批判が生ずることが避けられないよ
うに思われる O
42 この点に関して、生徒において自主的な規則制定を行わせ、学校や教員の裁量を制限し
ながら学校内処分を執行していく、という方式については、学校と生徒との合意の効力を
問題とする余地がやや小さくなる百了能性がある O しかしながら、この生徒による自主規則
の制定という方式は、一部の生徒(多数とも少数とも眠らない)が他の生徒を攻撃し、支
配し、場合によっては集団から排除するための手段として利用される危険性を排除するこ
とが極めて難しく、学校による教育的な裁量を行使する余地を認めることが、 f自主性に対ー
する抑圧Jと位置づけられかねない点で、学校教育としては無視できない問題点を併せ
持っていることに、注意を払わなければならない。
6 
学校内処分の法的妥当性(3・完) (皐野)
安定な前提ないし基盤の上に成り立っているものであることを、改めて認識せざる
を得ないように思われるヘ
そうであるとすれば、今後において下されうる学校内処分にとって棄に必要であ
ることは、いたずらに「法的妥当性jを追求することではなく、学校内処分それe
体としての一貫した目的と手段との整合性を、処分される生徒の側を含めて、学校
の内外に対して、明確に示すことであるように忠われる O 現在、学校内処分が抱え
ている最大の問題は、過去に学校内処分の正統性と妥当性とを支えてきた「学校な
いし教員に対する信頼jが必ずしも絶対的なものでなくなり、ある意味での「法的
妥当性Jを追求する裁判所によって、学校内処分それ自体が漠然と目指してきた教
育的E的と異なる角度から、評価が下されている点であると考えられるD これに対
して、学校の行う処分の白的と手段とが、整合的であり、かっ一貫していることを
示すことは、「法的妥当性jという観点からの評価については、その一貫した考え
方に基づく学校内処分の可能性を生徒の側も包括的に合意していた、という認定を
導きやすくするとともに、学校教育自体が本来iヨ的とするべき、「生徒の能力及び
人格の向上」という観点からも、望ましい結果が得られる可能性が、高くなること
が期待されるように思われる O
(完)
(人文社会科学研究科准教授)
43 このように、学校内処分の法的妥当性が契約的信頼関係を前提として成り立つもの、と
考えれば、学校ないし教員に対ーする生徒や保護者からの信頼が事実上失われつつある現代
において、学校内処分の法的妥当性が訴訟において争われるようになる、ということにつ
いても、整合的に説明することが可能となると思われる。もっとも、本稿の冒頭で述べた
ところではあるが、学校内処分が社会における法的制裁と完全に軌をーにすることが望ま
しいか否かについても、なお議論の余地がある O 裁判所によって正統化され、社会によっ
て下される法的な制裁は、原員Ij論としては過去の事実に障するものであり、かつ、将来に
おいてその事実は法律上規定されない限り影響を及ぼさないものとして設計されているわ
けであるが、法的な制裁を過去に受けたことがあるという事実それ自体が、将来の行動や
社会的評価に重大な影響を及ぼすことは、ほほ明らかなことだからである。その意味では、
本稿で検討することを敢えて避けてきた f法的妥当性Jという概念それ自体も、より厳密
に分析すれば多分に不確定要素を含む可能性が高いものであるから、学校内処分が常に
「法的妥当性jを要求される局面は、要するに、裁判を典型とする「法的妥当性」を社会全
体から切り離して理論的に追求するような場合に限られる、と考えるべきであるのかもし
れない。
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